
群馬県 生活こども部 消費生活課

ぐんま版消費者教育教材

１０ 相談事例 ⑤ 情報商材

令和６年３月改訂

1



気を付けてほしいトラブル事例

相談事例⑤－１

情報商材のトラブル

情 報 商 材 と は

副業・投資やギャンブル等で高額収入
を得るための “ノウハウ”と称して販売
されている「情報」のこと。「情報商材」
は、インターネット通販等で売られてい
る。
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①ＳＮＳで
『週に１０分の作業で
毎週２０万円もうかる』
という広告を見た

③動画では、『カリスマ』という人が
『すぐに稼げる』『全額返金保証』と言い、
次々と動画を
見せられて
説明を信じて
しまい、
やってみる
ことにした

②友達登録すると、
すぐ返事が来て、
『動画を見るよう』
指示があった

④言われたとおり
にやったが
全くもうからず、
別料金のサポートや
別の有料システムを
勧められた

情報商材のトラブル 概要
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ロールプレイで確認しよう
情報商材のトラブル
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情報商材のトラブル

⚫簡単に稼げる副業としてＳＮＳの広告・投稿等
からサイトに誘導される。

⚫「人数制限」「期間限定」などと表示し契約を急
がせる。

⚫購入しないと内容が分からないため、広告や
説明と違う等のトラブルが多い。

⚫最初は比較的安価な契約をさせ、「もうけるため
に必要」として、時間を与えずに追加で高額な契
約を迫る。
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情報商材のトラブルにあわないために

⚫簡単にもうかる話はありません！

⚫事業者の説明を安易に信用しない！

⚫クレジットカードでの高額決済や
借金を安易にしない！

⚫ 事業者は「必ずもうかる」「返金保証」
「儲かるまでサポートする」等と言って勧
めるが、守られないという苦情が非常に
多い。
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情報商材のトラブルの注意点

⚫新たな商品やサポートについて勧誘を受
けて、その契約をした場合、電話勧誘販
売に該当し、クーリング・オフ出来ます。

⚫クーリング・オフ出来るとの記載のある契
約書面は、電子交付されることもあります
が、電子交付を断り、紙の書面の交付を
求めることも可能です。

⚫契約書面は内容を良く確認しましょう。

12



13



14



気を付けてほしいトラブル事例

相談事例⑤－２

アフィリエイト情報商材のトラブル
アフィリエイトとは

アフィリエイトとは、サイトやSNSなどに広告主の商品等の
広告記事を掲載し、その広告をクリックした消費者が広告
主から商品等を購入した場合、一定額が広告制作者（ア
フィリエイター）の報酬になる仕組み。
アフィリエイト情報商材のトラブルとは、『簡単にもうかる』
とのインターネット広告等を見て、アフィリエイトの情報商材
を購入して、指示どおりに作業したが儲からず、事業者と連
絡が取れなくなった等である。
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アフィリエイトの仕組み

広告主

 

●●●●※※※※※                                 100％ 

 

 

 

《広告記事》
この商品の
お勧めポイント

商品の
写真等

仲介業者

④広告費

①登録

⑤売り上げに
応じた報酬

③広告を見て広告主
のサイトにアクセスし
て商品等を購入

②アフィリエイターの
サイトやSNSで商品
等を紹介

広告制作者
（アフィリエイター）

消費者
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アフィリエイトでもうけるのは実際はとても大変！！

出典：一般社団法人日本アフィリエイト協議会「アフィリエイト市場調査2022」
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アフィリエイターが運営しているサイト数と作業時間

出典：一般社団法人日本アフィリエイト協議会「アフィリエイト市場調査2022」

《こんな誘い文句には要注意！！》

「初心者でも必ず稼げます！」

「1日30分の作業で月50万円以上稼げます！」

「これまでに1億円以上稼ぎました！」



【解説】
１０ 相談事例⑤ 情報商材

①2頁 「情報商材とは」

情報商材の形式は、電子媒体（PDF等）、動画、メールマガジン、アプリケーション、冊
子、DVD、ＵＳＢメモリの送付やデジタルコンテンツのダウンロードなど様々です。
主にインターネットで販売されており、その場合は通信販売であるため、「クーリング・
オフ」の対象ではありません。消費生活センターで相談を受けた場合、多くは、契約時
の問題点を確認していきますが、「問題点」の証拠となるHPが消えていたり、SNSのやり
取りを相談者が消去していたりすると解決が難しくなります。
また、相談事例④で取り上げたマルチ商法との組み合わせによる相談も多く寄せられ
ています。

②10頁 「追加で高額な契約」

情報商材契約後に、追加サービスや新たなサポート契約、勉強会やセミナー、新たな
ビジネスへの勧誘を受けます。最初に契約した情報商材で儲からなかった分の「損を取
り戻したい」との心理が働いて止められず、次々といろいろな情報商材を契約したという
相談も多くなっています。

③11頁 「クレジットカードでの高額決済や借金を安易にしない」

情報商材は高額なことが多く、クレジットカードや借金による支払いがほとんどです。ク
レジットカードは「借金」と同じだと意識し、利用は自分の収入の範囲に抑えましょう。
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⑤12頁 「電話勧誘販売の契約書面の電子交付」

特定商取引法が改正され、令和5年6月1日以降、消費者が事前に承諾した場合、電
話勧誘販売では、申込書面、契約書面の電子交付が可能となりました。また、電子交付
の承諾を得たことを証する書類は書面で交付しなければなりません。
契約書面の電子交付の方法は、①メール等でのデータの送信による方法。②事業者
のウェブサイト等に掲載し、消費者が閲覧出来るようにする方法。③USBフラッシュドライ
ブ、CD-Rなどの記録媒体にデータを保存し、同媒体を交付する方法です。
契約書面の電子交付を希望しない消費者に対して、電子交付の手続きを勧める行為
や電子交付ではなく紙の書面の交付をするのに費用を徴収したり、電子交付を選択し
た消費者にキャッシュバックすること等は禁止行為として規定されました。

④12頁 「情報商材の内容の説明や使い方を聞くために販売業者等に電話して、別の
教材やサポート契約をした場合、電話勧誘販売に該当」

特定商取引法が改正され、令和5年6月1日以降、消費者が明確に契約締結の意思を
持って電話をかけたとはいえない行為、例えば、すでに購入した情報商材の使い方を
聞くために販売業者等に電話して、新たに別の教材等を契約した場合には、電話勧誘
販売の規制が適用されて、クーリング・オフの規定が適用されると考えられます。
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⑦15頁「アフィリエイト広告」

「アフィリエイト」は自分で制作したサイトやSNS経由で商品が売れれば、実績に応じた
報酬が得られる「成果報酬型」のビジネス。『品質や効果を過大にうたったサイト』から商
品を購入し、消費者トラブルにあったとの相談が増えている。令和4年2月に消費者庁が
公表した「アフィリエイト広告等に関する検討会報告書」では、「アフィリエイターに表示
内容の決定を委ねている場合にも、広告主が管理責任を負う」としており、広告主とア
フィリエイター等事業者が一体となって通信販売事業等を行っている場合には、景品表
示法や特定商取引法を適用し、不当な表示に対して厳正に法執行することが必要だと
提言している。

⑧17～18頁「アフィリエイトの収入、運営サイト数、作業時間」

アフィリエイト広告はサイトやSNSを使って手軽に始められるため、初期費用も多くはか
からず、副業にする人も多くなっています。一般社団法人日本アフィリエイト協議会の
「アフィリエイトの市場調査２０２１」を見ると、簡単に収入は得られないことが分かります。
アフィリエイトのサポート契約、コンサルティング契約、情報商材等高額な費用を払っ
ても、「約束通りのサポート等をしてもらえない」「業者と連絡がとれなくなった」「全く収入
にならない」等のトラブルになることが多くなっています。うまい話はないので、注意しま
しょう。

⑥13頁 「こんなことをしても儲かりません」

情報商材の内容は副業、投資、ギャンブルなどのノウハウが多く、「誰でも稼げる」「簡
単に儲かる」と繰り返して書かれていても、「どういう仕組みで儲かるようになっているの
か」という具体的な方法が明示されておりません。


